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本資料に記載された将来情報などは資料作成時点での当社の認識、意見、判断又は予
測であり、その実現を保証するものではありません。様々な要因により実際の業績や結果とは
大きく異なる可能性があることをご承知おき下さい。

説明会および本資料は、当社をご理解いただくための情報提供を目的としたものであり、当
社又は子会社が発行する有価証券への投資を勧誘するものではありません。

本資料は、正確性を期すために慎重に作成しておりますが、完全性を保証するものではあり
ません。本資料中の予測や情報によって生じた障害や損害については、当社は一切責任を
負いません。

 セグメント収益は、セグメント間の内部営業収益又は振替高を含んだ営業収益を表示して
います。

親会社の所有者に帰属する当期利益を当期純利益と表示しています。
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営業収益は1,142億円と過去最高を更新

株主還元と資本効率の改善を目的として
自己株式の取得と消却を決定

2024年12月期は負ののれん益が無い状態でも
営業利益74億円を予想

将来を見据え貸倒引当金を積んだことなどから、
営業利益は80億円で着地

2024年12月期以降
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 総資産は金融事業の成長とM＆Aにより1兆2千億円を突破

2009年以降の総資産の推移

（※1）2018年3月期以降はIFRS
（※2）決算期を3月から12月に変更

（※1） （※2）
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FY12/2022 通期 FY12/2023 通期 差額（※）

営業収益 820億円 1,142億円 322億円

営業利益 145億円 80億円 -65億円

税引前利益 172億円 97億円 -75億円

当期純利益 126億円 163億円 37億円

 営業収益は322億円増収となり、過去最高を更新

 営業利益は韓国のJT親愛貯蓄銀行およびJトラストインベストメンツインドネシア(サービサー)で貸倒引当

金を一括して保守的に計上したこと等で減益

 当期純利益は、Nexus Bank吸収合併による繰延税金負債の戻し入れ等により37億円の増益

連結決算概要（前年比）

（※）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しています。
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セグメント別営業収益（前年比）

FY12/2022 通期 FY12/2023通期
差額
（※1）

日本金融事業 117億円 141億円 24億円

韓国及び
モンゴル金融事業

384億円 475億円 91億円

東南アジア金融事業 287億円 384億円 97億円

不動産事業 29億円 140億円 111億円

投資事業 2億円 1億円 -1億円

その他 5億円 5億円 0億円

連結営業収益（※2） 820億円 1,142億円 322億円

（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しています。
（※2）連結営業収益は連結調整後の数値となります。

 韓国及びモンゴル金融事業では、2022年4月に取得したJT親愛貯蓄銀行が期初から寄与し増収

 東南アジア金融事業は、利息収益の増加により97億円増収

 不動産事業は、2023年2月にミライノベートを吸収合併したことにより増収
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セグメント別営業損益（前年比）

FY12/2022 通期 FY12/2023 通期
差額
（※1）

日本金融事業 39億円 46億円 7億円

韓国及び
モンゴル金融事業

144億円 -33億円 -177億円

東南アジア金融事業 2億円 -10億円 -12億円

不動産事業 0億円 108億円 108億円

投資事業 -22億円 -20億円 2億円

その他 1億円 -0億円 -1億円

連結営業利益（※2） 145億円 80億円 -65億円

（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しています。
（※2）連結営業利益は連結調整後の数値となります。

 ミライノベートを吸収合併したことにより、負ののれん益101億円を不動産事業に計上

 韓国及びモンゴル金融事業は、2022年に計上した負ののれん益97億円が剥落

 韓国の貯蓄銀行とインドネシアのサービサーで貸倒引当金を一括して保守的に計上したこと等で減益
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日本金融事業

2023年12月期 セグメント別業績と取り組み
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 JTG証券とNexus Card（ネクサスカード）の子会社化(2022年)が増収要因

※2022年は9カ月間寄与、2023年は12カ月間寄与

 日本保証とパルティール債権回収の好調およびNexus Cardの黒字転換が増益要因

39
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日本金融事業の保証残高の推移
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アパートローン保証 その他保証単位：億円

 アパートローンおよび有価証券担保ローンの保証が好調で、保証残高は8四半期連続増加

 2023年は前年比225億円増加し、2024年12月末には2,527億円の計画

（※）保証残高は、保証債務総合計の数値

＋13 ＋59 ＋51 ＋102
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中古アパートローン保証残高の推移

単位：億円

 中古アパートローンの保証残高は、前年比約2倍

 2024年期末には、627億円まで増加する計画

（※）請求債権残高は買取債権および回収受託債権を含む

日本保証は中古アパートローンの活性化を

通じて、社会に貢献しています。
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サービサー事業における請求債権残高
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（※）請求債権残高は買取債権および回収受託債権を含む

単位：億円

 回収が順調に推移した一方で、2023年は291億円の債権を購入し残高は微増

 今後も順調な回収が見込めるほか、積極的に債権購入を行う方針

9,266
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単位：億円

 提携先の割賦取扱拡大により割賦取扱高は107億円と、年間100億円の計画を達成

 割賦売掛金残高は前年比3.3倍に増加

割賦取扱高

単位：億円

前年比

4.1倍

前年比

3.3倍

Nexus Cardの取扱高・割賦売掛金残高の推移

（※）個品割賦販売における取扱高
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【副社長のコメント】
富裕層ビジネスの拡大について、これまでプライベートバンカーとして
培ってきた知見と経験を活かし、成長ビジネスであるウェルスマネジメ
ントの本格立ち上げ、顧客開拓の加速化を進めてまいります。

略歴

2001年4月 日興證券（現SMBC日興証券） 入社

2009年5月 UBS銀行 東京支店 入社
ウェルスマネジメント本部 超富裕層チーム ディレクター

2016年10
月

クレディスイス証券株式会社 入社
ウェルスマネジメント本部 営業部長 ディレクター
クレディスイス銀行東京支店 兼職

2019年1月 同社 営業本部長 エグゼクティブディレクター

2022年1月 同社 営業本部長 マネージングディレクター

2024年1月 Jトラストグローバル証券 取締役副社長 現任

 JTG証券、提携銀行、日本保証の協業商品による「有価証券担保ローン」は好評で、当商品の取り組
みにより増加した預り資産は200億円

 取締役副社長を招聘し、ウェルスマネジメントビジネス拡大を推進

2022年11月開始以降好評

※商品・サービスの概要等詳細につきましては、

Jトラストグローバル証券のホームページをご覧ください。

ホームページ：https://www.jtg-sec.co.jp/

- 1月17日、JTG証券取締役副社長就任 -

松木 弥来（マツキ ミライ）

Jトラストグローバル証券取締役副社長

富裕層向けビジネス JTG証券の取り組み

https://www.jtg-sec.co.jp/


16

韓国及びモンゴル金融事業

2023年12月期 セグメント別業績と取り組み



1702|2023年12月期 セグメント別業績と取り組み

384

475

0

100

200

300

400

500

2022 2023

-33-50

0

50

100

150

2022 2023

韓国及びモンゴル金融事業の営業収益と営業損益（前年比）

単位：億円

 営業収益は、2022年4月に子会社化したJT親愛貯蓄銀行の期初からの寄与により24％増

 営業損益は負ののれん益剥落に加え、将来を見据え保守的に貸倒引当金を一括計上したことから損失

単位：億円

営業収益 営業損益

負ののれん
97億円

144
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（※）数値は現地通貨に2023年12月末レート（1韓国ウォン=0.1105円）を乗じて表示

単位：億円

 貸出残高は戦略的に抑制

 貸出残高の減少もあり、90日以上延滞債権比率は9.58%に上昇したが、管理組織の改編を行い回

収とモニタリングの強化を図っており今後は低下の見通し

 貸倒引当金を控除したネットNPL比率は2.77%と低水準

ネットNPL 
2.77％
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（※）数値は現地通貨に2023年12月末レート（1韓国ウォン=0.1105円）を乗じて表示

単位：億円

 貸出残高は戦略的に抑制

 90日以上延滞債権比率は6.42%と緩やかに上昇しているが、管理組織の改編を行い回収とモニタリン

グの強化を図っており、不良債権の抑制に注力

 ネットNPL比率は3.32%と低水準

ネットNPL 
3.32％
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 両行ともに平均預金金利が低下した一方で、平均貸出金利が上昇しており預貸スプレッドは改善

 引き続き預貸スプレッドの適切な管理を行い、拡大を目指す

韓国の貯蓄銀行2行の預貸スプレッド

平均預金金利 平均貸出金利 預貸スプレッド

2022年9月 2.87% 10.90% 8.03%

2022年12月 4.28% 11.01% 6.73%

2023年3月 4.61% 11.09% 6.48%

2023年6月 4.75% 11.23% 6.48%

2023年9月 4.87% 11.36% 6.49%

2023年12月 4.20％ 11.37％ 7.17％

平均預金金利 平均貸出金利 預貸スプレッド

2022年12月 4.00% 9.40% 5.40%

2023年3月 4.67% 9.88% 5.21%

2023年6月 4.74% 10.39% 5.65%

2023年9月 4.82% 10.66% 5.84%

2023年12月 4.30％ 10.89％ 6.59％
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東南アジア金融事業
2023年12月期 セグメント別業績と取り組み
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 銀行業における貸出金の増加に伴って増収

 Jトラストインベストメンツインドネシア(サービサー)で貸倒引当金を計上したこと等で減益
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東南アジア金融事業
(Jトラスト銀行インドネシア)

2023年12月期 セグメント別業績と取り組み
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FY12/2022 FY12/2023
差額
（※）

営業収益 159億円 234億円 75億円

営業利益 12億円 10億円 -2億円

 営業収益は、前年比75億円の増収

 世界的な金利上昇と当局からの流動性確保の指示により預金コストが増加

 将来を見据え、保守的に不良債権処理を進めたことなどから営業利益は2億円の減益

（※）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しています。

Jトラスト銀行インドネシアの前年比



2502|2023年12月期 セグメント別業績と取り組み

2,197 

0.99%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

2,100

2021/

12

2022/

03 06 09 12

2023/

03 06 09 12

貸出残高 不良債権比率(Gross)単位：億円

貸出残高と不良債権比率

（※）数値は現地通貨に2023年12月末レート（1インドネシアルピア=0.0092円）を乗じて表示

ネットNPL 
0.69％

 貸出残高は前年比22%増で着地

 債権の不良化抑制と回収による不良債権金額の圧縮などから、不良債権比率は0.99%まで低下
（2023年11月末のインドネシア商業銀行業界の平均は2.4％）
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※12月末債権残高： 2,197億円= 23.8兆ルピア

体制変更後に積み上げたローン残高とNPL比率

 2020年1月以降、審査体制等の変更によりリスクマネジメントを強化

 新体制で積み上げたローンのNPL比率(Gross)は2023年12月時点で0.10％

 新体制による貸出残高は全体の93.83%(約2,061億円=約22.4兆ルピア)まで拡大

旧体制で積み上げた貸出残高

新体制で積み上げた貸出残高

新体制で積み上げたローンの
NPL Grossは2023年12月時点で

旧体制で積み上げたローンの
NPL Grossは2023年12月時点で

（※）数値は現地通貨に2023年12月末レート（1インドネシアルピア=0.0092円）を乗じて表示
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単位：億円

 預金金利は若干上昇するも、インドネシアの政策金利6.00%よりは低水準で推移

（※）数値は現地通貨に2023年12月末レート（1インドネシアルピア=0.0092円）を乗じて表示

2,945
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重機ローンの残高
単位：億円

重機ローンビジネス

前年比

約8.5倍

 インドネシアは資源大国であることに加え、首都移転に伴う都市開発が行われるなどニーズが高く、重機

ローンの残高は前年比8.5倍に成長、今後も増加を見込む

（※）数値は現地通貨に2023年12月末レート（1インドネシアルピア=0.0092円）を乗じて表示
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サービサーの請求債権残高の2社合計

 債権の買取りが順調に進んだことから、インドネシアのサービサー2社の請求債権残高は増加

 Jトラストインベストメンツインドネシアは貸倒引当金の積み増しにより営業損失

 ターンアラウンドアセットインドネシアは3期目で黒字化、今後は利益貢献を見込む

単位：億円

インドネシアのサービサー2社の請求債権残高

（※）数値は現地通貨に2023年12月末レート（1インドネシアルピア=0.0092円）を乗じて表示
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第2回シモーネ アジアパシフィック カップ2023

↑SKE48をインドネシアに招待し、JKT48とのコラボライブを実現

インドネシアへの事業進出を検討している事業者は、以下のEメールアドレスまでお問合せください ⇒ Jトラスト銀行インドネシア ジャパンコリアデスク：jlink@jtrustbank.co.id

↑大会当日の様子

←ジャカルタ日本祭り時の口座開設ブース

 2023年11月、ジャカルタで開催されたジャカルタ日本祭り（JJM）に参加
→日本の文化や“祭り”の体験・交流を通じ、日本とインドネシア市民の交流と相互理解の促進を目的としたイベント

 女子ゴルフ国際イベント「第2回シモーネ アジアパシフィック カップ2023」が開催され、Jトラスト銀行イ
ンドネシアが昨年に続きスポンサーとして参加
→アジア太平洋地域の女性ゴルファーの能力・スキルの向上、ゴルフを通じた各国間のスポーツ交流や友好関係の

促進、健全なスポーツ文化の普及・浸透を目的として開催されたイベント
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東南アジア金融事業
Jトラストロイヤル銀行（カンボジア）

2023年12月期 セグメント別業績と取り組み
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FY12/2022 FY12/2023
差額
（※）

営業収益 117億円 138億円 21億円

営業利益 16億円 13億円 -3億円

 前年比21億円の増収

 ドル金利上昇によるコスト負担と、一部の債権が不良化したことで減益

（※）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しています。

Jトラストロイヤル銀行 前年比
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法人向け 個人向け 不良債権比率単位：億円

貸出残高と不良債権比率の推移

（※）数値は現地通貨（USドル）に2023年12月末レート（1USドル=141.83円）を乗じて表示

 貸出残高は戦略的にコントロールし横ばい

 不動産市況の冷え込み等により一部の債権が不良化し、不良債権比率は6.6%に上昇

→担保物件の競売や法的手続き等による回収とモニタリングの強化による不良債権比率の低下を図る

（※）不良債権比率は、NBC(カンボジア中央銀行)への報告数値

ネットNPL 
4.0％
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1,459

（※）数値は現地通貨（USドル）に2023年12月末レート（1USドル=141.83円）を乗じて表示

預金残高と預金金利の推移

 利息費用の圧縮を図るため、高金利預金を一部開放するなど、引き続き戦略的にコントロール
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 10月にリリースした上位富裕層向け預金商品「Signature Banking(ｼｸﾞﾈﾁｬｰ ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ)」は好評

 コピチ市庁舎で開催された第10回カンボジアブックフェアに参加し、識字能力向上を支援

→約20万人の参加者が集まり、当社のブランドを紹介し、当社の製品とサービスを強調

カンボジアへの事業進出を検討している事業者は、
以下のEメールアドレスまでお問合せください

Jトラストロイヤル銀行ジャパンデスク：jpdesk@jtrustroyalbank.com
↑Jトラストロイヤル銀行の公式モバイルアプリは英語

表記に加え、クメール語で閲覧することが可能に

↑第10回カンボジアブックフェアの様子。

読んで遊ぶ学習コーナーは、4 日間にわたってあらゆる年齢層の参加者で賑わっていた



36

不動産事業

2023年12月期 セグメント別業績と取り組み
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 Jグランドの事業拡大とミライノベートの吸収合併等により111億円の増収

 負ののれん益101億円を除いても7億円の増益

不動産事業の営業収益と営業損益（前年比）

営業収益 営業損益
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 2023年12月期 売上高は、前年比2倍以上増の63億円で着地

 2024年12月期 売上高は、100億円突破を目指す

 J-ARCシリーズ／民泊併用レジデンス第一弾完売 J-ARC大森町・J-ARC荏原中延

不動産事業の取り組み

単位：億円 ■2024年販売予定物件

会員登録は
こちら☞

富裕層向けサイト
「Owners Site」

2.7

29

63

100
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20
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80
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120

2021年12月 2022年12月 2023年12月 2024年12月

売上高

2024年
目標

3棟／2.7億 23棟／29.3億 29棟／63.8億

2021年 2022年 2023年

件数／売上 件数／売上 件数／売上

三軒茶屋Ⅱ／池尻大橋／武蔵小山／

曙橋／三鷹台／早稲田／白山 他

川口Ⅰ／下赤塚／南越谷／蕨Ⅰ／大和

／淵野辺 他

石神井公園／京成立石／小田急相模原

／国領／東府中／中浦和　他

2024年度　販売予定物件

14件
J-ARC

新築マンションシリーズ

7件

9件

J-Maison

新築アパートメントシリーズ

Vintage Residence

中古リノベシリーズ

民泊イメージ図
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 土地・戸建・マンション・収益物件・クラウドファンディングに携わる総合不動産会社として着実に事業規模
を拡大

 利便性の高いエリア内で駅近の土地を厳選して仕入れ、コンパクトマンションの企画を中心に販売

→竣工前の短期間で完売

不動産事業の取り組み

↑グローベル 戸越銀座

■当期竣工３物件（新築分譲マンション）

グローベル久米川マークプレイス（総戸数：33戸） ※約３ヶ月で完売

グローベル本八幡プレミアム（総戸数：49戸） ※約２ヶ月で完売

グローベル戸越銀座（総戸数：26戸） ※約４ヶ月で完売

↑グローベル久米川マークプレイス ↑グローベル本八幡プレミアム

詳細につきましてはグローベルスホームページよりご覧ください。

【グローベルス(トップページ)】https://gro-bels.co.jp/

※2024年新春時点
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投資事業

2023年12月期 セグメント別業績と取り組み
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50M米ドルの金銭債権の訴訟

１審判決：2020年2月12日

2審判決：2020年10月6日
約70M米ドルならびに約13万シンガポールドル

＋シンガポールにおける訴訟費用を支払うよう命じる判決

回収時期と回収金額：2021年7月までに全額回収

営業利益への影響：2021年12月期に利益計上

シンガポール高等法院による判決(Group Lease PCLらに対する訴え)

 2023年4月、シンガポール高等法院において被告らに対して、約1億2千4百万米ドル(約181億7千3

百万円 1米ドル=146円換算)および、これに対する2021年8月からの利息の支払い等を命じる判決

 2024年1月に判決が確定

 2024年12月期は、回収と裁判費用の低減による利益計上を見込む

投資事業損益への影響

-17

54

-22 -20-30
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/12予

単位：億円（ご参考）シンガポールにおける過去の訴訟判決と回収実績
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01｜2023年12月期 連結決算概要

02｜2023年12月期 セグメント別業績と取り組み

03｜株主還元について



4303|株主還元について

 株主還元と資本効率の改善を目的として、現在保有している自己株式のほとんどを消却予定

 さらに上限20億円・400万株の自己株式の取得を決議

（１）取得対象株式の種類 普通株式

（２）取得し得る株式の総数
4,000,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.91%）

（３）株式の取得価格の総額 2,000,000,000円（上限）

（４）取得期間 2024年3月27日～2024年11月30日

１．取得に係る事項の内容

（１）消却する株式の種類 普通株式

（２）消却する株式の総数
9,380,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 6.81%）

（３）消却予定日 2024年2月29日

２．消却に係る事項の内容
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中間 期末単位：円

 2024年12月期の期末配当予想は14円

14
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 6月末を基準日として株主優待を実施予定

 ご好評により昨年に続き、「DSクリニック」の施術優待券（3万円分）を贈呈するほか、

今期新たに宝塚歌劇 東京宝塚劇場貸切公演(※)の観劇チケットを抽選で贈呈予定

内容 金額 基準日 条件

DSクリニック優待券
［メンズ・レディース痩身/

AGA/美肌施術］
使用期間：2024年10月1日
～2025年9月30日（予定）

30,000円相当
（40,000円以上

のプランの内）
6月末

基準日の株主名簿に記載か
つ100株(1単元)以上保有

宝塚歌劇
東京宝塚劇場貸切公演
［抽選により当選者を招待］

- 6月末
基準日の株主名簿に記載

かつ500株以上保有

2024年12月期 Jトラスト 株主優待

※今秋頃に東京宝塚劇場での貸切公演開催に招待することを検討中。なお、組、演目、日程等は現状未定の為、追って発表いたします。

↑東京都千代田区、東京宝塚劇場
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 2024年12月期の営業収益は、1,280億円と過去最高を見込む

 東南アジア金融事業と不動産事業が牽引役となる見込み

FY12/2023 通期 FY12/2024 通期
差額
（※1）

日本金融事業 141億円 154億円 13億円

韓国及び
モンゴル金融事業

475億円 466億円 -9億円

東南アジア金融事業 384億円 460億円 76億円

不動産事業 140億円 195億円 55億円

投資事業 1億円 0億円 -1億円

その他 5億円 6億円 1億円

連結営業収益
（※2）

1,142億円 1,280億円 138億円

（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しています。
（※2）連結営業収益は連結調整後の数値となります。
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 営業利益は負ののれん益が無い状態でも74億円を計画

 韓国と東南アジア金融事業、投資事業が黒字転換することに加え、日本金融事業が順調に拡大

 不動産事業は負ののれん益が剥落するものの、11億円の利益計上を見込む

FY12/2023 通期 FY12/2024 通期
差額
（※1）

日本金融事業 46億円 57億円 11億円

韓国及び
モンゴル金融事業

-33億円 8億円 41億円

東南アジア金融事業 -10億円 17億円 27億円

不動産事業 108億円 11億円 -97億円

投資事業 -20億円 1億円 21億円

その他 -0億円 0億円 0億円

連結営業利益
（※2）

80億円 74億円 -6億円
（※1）億円未満を切り捨て表示した数値の差額を億円単位で計算しています。
（※2）連結営業収益は連結調整後の数値となります。
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2024/12 2025/12 2026/12

営業収益 1,280億円 1,385億円 1,529億円

営業利益 74億円 108億円 178億円

 2026年12月期には営業収益1,529億円、営業利益178億円を見込む
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金融3事業 営業利益予想

 2026年12月期の金融3事業の営業利益は、186億円と大幅増益を見込む




